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論 文 内 容 要 旨
本研究は,コ ンク リー ト構造物の凍害劣化の可能性を予測する方法について検討 したものである。
まず,実 験室実験によりコンクリー ト材料の凍害劣化現象 を観察し,定量化の方法について検討 した。
そして,コ ンク リー トの凍害を,凍結温度,材料構造及び含有水分に依存する微細ひび割れ累積型劣化で
あると仮定 して,新 たにコンクリー トの凍害劣化確率モデルを提案 した。
次に,気象観測デー タに基づいて各地の凍害危険値および凍害危険度の算定を試み,従来のものよりも
はるかに詳細 な凍害危険度マップを試作 した。さらに,提案 した凍害劣化確率モデルを応用 して,各地の
コンクリー ト構造物 の凍害損傷 リスクを推定した。そ して,コ ンクリー ト構造物に対 して推測 される凍害
損傷 リスクを表示した,凍 害損傷 リスクマップの試作を行った。
本論文は,そ の研 究成果をまとめたものであり,全体は8章 で構成 されている。各章で得 られた内容を
以下に示す。
1章では,研 究の背景 と目的,凍害劣化 メカニズム,凍害劣化予測に関する既往の研究および本論文の
構成についてまとめた。
2章では,同 一のモルタル試験体に凍結温度一18℃で予め段階的に凍害損傷を与え,更に凍結温度一12℃
で凍結融解試験 を継続 し,多段階の温度履歴が動弾性係数の低下やスケー リングに どの様な変化を引起す
かにっいて検討 した。 さらに,凍結温度が一12℃から・18℃に変化する下降過程と・18℃か ら・12℃に変化す
る上昇過程の双方の違いについても実験を行い,各々一定温度で凍結融解を繰 り返 した場合の劣化過程の
結果 と比較検討 した。 これ らの実験により,以下の事項を明らかにした。
(1)それぞれの凍結温度による相対動弾性係数の変化率には,同一水セメン ト比の範囲では大きな違いが
ないことを確認 した。
(2)一定凍結温度で実験 した場合,相 対動弾性係数の変化率は,凍結温度 と水セメン ト比や材料の構成に
よって決まる傾向を示 した。また,途中で凍結温度の変化 を伴 う多段階温度履歴の揚合でも,上昇,あ
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るいは下降過程のいずれにおいても,相対動弾性係数の変化率は,一定凍結温度のものに近似していた。
3章では,2章 で得 られた知見を別の側面から検討 した。即ち,凍害損傷は凍結温度を変動させた場合
においても,その時々の凍結温度によって発生する組織の緩みが累積的に凍害損傷の拡大をもたらす疲労
破壊問題 として扱えられる可能性があるものと考えられた。したがって,その組織の緩みを直接,細孔構
造およびひび割れ情報の変化 として検討 した。具体的には,コンクリー トに対 して凍結融解試験を実施 し,
凍結融解試験前後の細孔構造の変化にっいて比較検討 した。また,コ ンピューターの画像処理手法を用い
て,初期の状態から終局的な状態まで段階的に凍害を受けたモルタル供試体やセメン トペース トに対 して,
各々の供試体の複数断面に見 られるひび割れを抽出 し,定量化 した。これ らの実験により,以下の事項を
明らかにした。
(1)凍結融解試験前後での試験体中層の細孔容積を比較した結果,凍 結融解を受けることによって140～
7500nmの細孔量が減少 し,7.5～75nmの範囲の細孔量は増加すると共に,全細孔量は増加 した。
(2)画像処理によって求められた各供試体のダメージ面積率およびクラック長 さは,凍結融解サイクル数
と相関の強いものであった。
4章では,2章 で得 られた知見のうち,凍結温度による凍害劣化(動 弾性係数の低下やスケーリング即
ち表面剥離の増加)が微細ひび割れの累積型損傷である点に着 目し,疲労破壊問題 として捉えて破壊の確
率モデルの構築を試みた。具体的には,第2章 で実験 したモルタル試験結果,融解温度+5℃一定、凍結温
度・18℃,・12℃および両温度 を組み合わせた上昇 ・下降過程の凍結融解試験結果を活用した。その結果,
以下の事項を明らかにした。
(1)凍害現象を水分凍結が引き起こす微細組織破壊による劣化,即 ち微細ひび割れの累積による劣化であ
ると仮定 し,確率論的手法を用いて解析す るモデルを提案 した。
その結果,相 対動弾性係数と繰返し数の関係は線形式で表示でき,凍結温度の影響係数 α(T)は・18℃
で約・0.04,・12℃で約・0.02のほぼ一定値を得た。
(2)凍害による密度の低下を侵食型劣化 と仮定 し,確率論的手法を用いて解析をす るモデルを提案した。
このモデルを使用すれば,密度と繰返 し数の関係は線形で表示でき,凍結温度一定の場合には,-18℃
お よび・12℃双方に対 して凍結融解繰返 しによる劣化促進効果係数βは,約1.0～1.2のほぼ等 しい値を
示 した。 しか し,ある場合にはβは約1.5～1.6の大きな値を示すなど,課題を残 した。
5章では,4章 で提案 した凍害劣化確率モデルの構成要素である凍結温度,含有水分および材料の組織
構造による影響係数にっいて検討 した。 さらに,3要 素の重回帰分析 を行い,要 素の影響度を考察した。
また,細骨材の微細な組織構造が,凍結融解による劣化特性に及ぼす影響にっいても検討 した。これ らの
実験により,以下の事項を明 らかに した。
(1)モルタル試験体について凍結融解試験を行い,凍結温度の影響にっいて凍害劣化確率モデルを設定し
て検討 した。その結果,4章で提案 した劣化確率モデルを用いることにより,凍結温度が凍害劣化速度
に及ぼす影響について定量化できることを確認 した。
(2)提案 した凍害劣化確率モデルにおける含有水分の影響を確認するために,古紙混入石炭灰砂モルタル
を用いたRILEM試験を行い,実験 した16.1%から26.7%の範囲の含水率の場合,含 有水分影響係数
は,0,01064から・0,0221まで変化することを明らかにした。
(3)設定 した凍害劣化確率モデルの材料組織の影響係数を確認する目的で,同 一の水セメン ト比および砂
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セメン ト比のモルタルとコンクリー トを対象に実験 し,凍害劣化確率モデルを設定 して解析 した。その
結果,材 料の組織構造影響係数は,モルタルの場合・O.01272,コンクリー トの場合一〇.05264と,モルタ
ルに比ベコンクリー トが4倍 以上の劣化速度を示す ことを明らかにした。
(4)田畑博士が行ったコンク リー トの凍結融解試験結果に対して,凍害劣化確率モデルを適用 して相対動
弾性係数の変化特性に及ぼす諸因子の影響に関して解析 した。
具体的には,水セメン ト比,細骨材率,空気量,養生方法,凍結温度および凍結温度の持続時間,凍
結温度勾配等を説明変数 とし,凍害劣化確率モデルにおける凍結温度,含有湿度水分および材料の組織
構造による影響係数の積を目的変数 とした場合の重回帰分析を行い,それ らによる影響度の定量化 を試
みた。そ して逐次説明変数を削減することによって,水セメント比,空気量,養生方法および凍結温度
によって表わされる重回帰式 として表示できることを示した。
さらに,得られた重回帰式の各回帰係数の影響度を,標準回帰係数を求めて評価す るならば,こ こで
採用 した5因子の中で最も大きく影響するものは養生方法の違いであった。
(5)水セメント比55,65,75%の3種類,骨材調整率10種類 とした砕砂を使用 したモルタル試験体につ
いて融解温度+20℃,凍結温度一18℃の凍結融解試験を行い,材料の微細な組織構造が凍結融解に及ぼす
影響について確率論的手法を用いて解析検討 した。その結果,凍害による相対動弾性係数の変化過程に
於いて,各水セメン トの場合 とも凍結温度 と組織構造の各影響係数の積 と粗粒率 との問には相関性がみ
られた。また,水 セメン ト比55%の組織構造の影響係数を基準として,水セメン ト比65および75%
の組織構造影響係数を相対比較 した結果,粗粒率が大きくなると組織構造が凍害劣化に及ぼす影響は相
対的に小 さくなる傾向がみられることを明らかにした。
6章では,従来のものよりもはるかに詳細な凍害危険度マップの試作を試み,試作 したマ ップの精度を
東北各地に分布するコンク リー ト構造物の凍害劣化現地調査の結果に基づいて検証 し,以下の知見を得た。
(1)広域に分布するコンクリー ト構造物の凍害危険度を精度良く算出するには,大 量かつ詳細な気象デー
タの入手が必要 となるが,気 象庁により作成 された 「メッシュ気候値」は非常に有効なツールである。
(2)長谷川博士によって提案 された手法に準じて,メ ッシコ.気候値データを活用 して各地の凍害危険度を
求めるためには,湿潤地域係数を算出するための融雪量のデータが必要である。しか しながら,メッシ
ュ気候値2000には湿潤地域係数を算出するための融雪量が含まれていない。そのため,独 自の方法 と
して,年 最深積雪から湿潤地域係数を求め,十分な相関性があることを確認 した。
(3)新潟県を含めた東北地方7県 に限定して,両手法にて算出 した凍害危険度を比較すると,本研究で試
作 した凍害危険度マップは,1km四 方を単位 として推定 したものであ り,従来のものと比べてはるか
に高精度な予測結果である。
(4)コンクリー ト構造物の現地凍害調査の対象 となった既存の水力発電所構造物は,山 間部に設置されて
お り,老朽化が進んでいるものが多 く,損傷状態としては,スケーリング,剥落,断面欠損などが見 ら
れた。
(5)当初,従 来用いられてきた5段 階の凍害評価点で凍害劣化状態を評価 したが,こ の表記方法では劣化
過程が異なるにもかかわらず,凍害による性能低下のレベルを同一視 してしまう問題点を含んでいるこ
とを明 らかにした。そこで,評価 レベルをより細分化 し,その結果,凍 害損傷度の区分けを,従来から
使用 されている5段 階か ら20段階とすることで,そ の評価がより明確に分類可能 となることを明 らか
にした。更に,こ の合計20段階となる分類方式 「凍害損傷度」を採用 し,詳細な評価を行った。
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7章では,「メッシュ気候値2000」を用いて1km四方単位で凍害危険値を求めた。そして,新潟県を含
む東北地方7県 の水力発電所に建設 されているコンク リー ト構造物の凍害劣化現地調査の結果得られた
176地点,2,246箇所のデータか ら,凍害危険値と凍害損傷度の関係を分析 した。その結果,以 下の知見
を得た。
(1)凍害劣化確率モデルを導入 して,現 地調査結果である凍害損傷度と気象条件パラメーターである凍害
危険値の関係を定式化することができた。
(2)定式化により,あ る地点の凍害危険値か ら凍害損傷 リスクを推定することができ,新たに凍害損傷 リ
スクマップを試作することができた。
(3)試作 した凍害損傷 リスクマップは,1㎞ 四方毎の推定結果を与える詳細なものである。また,凍害損
傷 リスクの評価対象 となった基礎データは,水力発電所のコンクリー ト構造物であるが,そこで用いら
れたコンクリー トはごく標準的なものがほとんどであることから,このマップの利用対象は広く,一般
のコンクリー ト構造物にも適用が可能であると考えられる。
8章は結論であり,2章から7章までに得 られた知見を取 りまとめたものである。
(以上4,469字)
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論文審査結果の要旨
寒冷地に於けるコンクリー ト構造物には,凍結融解に基因する劣化作用による性能低下を予測 し,
適切な対策を講じることが耐久設計上求められる。本研究は,コンクリー ト構造物の凍害劣化の可
能性 を予測する新たな方法にっいて提案したものである。
本論文は,そ の研究成果をまとめたもので,全体は8章で構成 されている。
1章は序論であり,研究の背景と目的を述べ,既往の研究についてまとめている。
2章 では,モルタルの凍結融解試験を行い,多段階の温度履歴が動弾性係数の低下に及ぼす影響
について検討している。 さらに,一定温度で凍結融解を繰 り返 した場合の劣化過程の結果と比較検
討 している。
3章 では、凍結融解試験前後のモルタルの細孔構造の変化,並びにひび割れの定量的評価結果に
っいて述べている。
4章では,凍害劣化が微細ひび割れの累積型損傷である点に着目し,凍害劣化確率モデルを構築
している。
5章では,4章で提案した凍害劣化確率モデルの構成要素である凍結温度,含 有水分および材料
の組織構造による影響係数 について,実験結果 との比較により検討 している。
6章では、気象庁が作成した詳細な気象データである 「メッシュ気候値2000」を用いて,従来の
ものでは不可能であった1㎞ 四方単位での凍害危険値や凍害危険度を推定する方法を示している。
更に,凍害損傷度の区分けを,従来から使用されている5段 階から20段階とすることで,その評
価がより明確に分類可能 となることを明らかにしている。
7章では,気象条件パラメーターである凍害危険値とコンクリー ト構造物の凍害劣化現地調査の
結果得られたZ246箇所の凍害損傷度のデータに対して,凍害劣化確率モデルを適用 し,その関係
を定式化 している。また,そ の結果に基づいて,新たに凍害損傷リスクマップを作成 している。
8章は,結 論であり,各章の成果をまとめている。
以上要するに本論文拭 コンクリー トの凍害劣化現象をモデル化して凍害劣化確率モデルを提案
し,気象観測データに基づく凍害危険値と,多数の実構造物に対する凍害劣化調査結果の関係を定
式化 して,凍害損傷リスクマップ作成に至る新たな知見を得たものであり,建築学の発展に寄与す
るところが少な くない。
よって,本 論文は博士(工 学)の 学位論文 として合格 と認める。
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